
議員発議案第４号 

 

労働時間法制のＩＬＯ三者構成原則の堅持を求める意見書 

 

「働き方改革」関連法の施行から約７年が経過したが、いまだ過労死はなく

ならず、脳・心臓疾患および精神障害の労災請求件数は過去最多を記録してい

る。現在、国において労働時間法制の見直し議論が進められているが、持続可

能な社会・地域を維持するために求められているのは、誰もが安心・安全に働

き、生活時間を確保できる労働時間規制の確立と生産性向上の両立である。 

よって、国は、「働き方改革」の見直しや労働法制の改正議論にあたっては、

ＩＬＯ三者構成原則に基づく民主的かつ慎重な合意形成を徹底されるよう強く

要望する。 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。 

 

 令和８年９月２９日 
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